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本研究では、水源林からの土砂流出抑制を目的として、流出土砂量の推計と推計結果の検証を行った上で土砂流出抑
制策を検討した。対象地域は神奈川県横浜市の水源である山梨県南都留郡道志村の私有民有林 (4,594ha)および横浜市所
有の水源涵養林 (2,823ha)である。水源涵養林は横浜市水道局の管理の下適切な森林管理が行われているが、私有民有林
については林業が衰退し現在では間伐はほとんど行われていない。そのため、水源涵養機能・土砂流出防止機能・水質
浄化機能の低下が懸念されている。
流出土砂量の推計には USLE(Universal Soil Loss Equation)を用い、R(降雨係数)、K(土壌係数)、LS(地形係数)、C(植被

係数)、P(保全係数)から求めた。各入力データは、Rおよび LSは国土交通省の国土数値情報、Kは横浜市水道局提供の
土壌図、Cは北原 (2002)、Pは山瀬他 (2010)から作成した。また土地利用/土地被覆は自然環境GISおよび横浜市水道局
提供の小林班図、森林管理方法は道志村森林整備計画 (2010)および道志水源林第 10期管理計画書を用いて GISで変換
結合し、活用した。
次に推計結果を検証するために、下流の両国橋付近で実測された 1955年～2012年までの河川流量と浮遊物質 (SS)デー

タを用いて、L-Q式を作成し年間の SSフラックスを求め、これに道志川流域のさらに下流にある道志ダムで観測された
毎年の堆積土砂量を加えて年間の流出土砂量を推計した。その結果、USLEで推計された年間の流出土砂量は 97,820t/yr
であり、これに対して L-Q式で算出された SSフラックスは 400t/yr(SS=aQb(R2=0.3223))、ダムでの年間の堆積土砂量は
62,500t/yrであることが明らかにされた。なお、道志村の人為的な SS負荷量は年間 1.8t/yr程度であることがわかってお
り、人為的な影響は軽微であると考えられる。

USLEは各グリッドから隣接グリッドへの土砂流出を意味するため観測ポイントまでの流達量を考慮してはいない。
よって 97,820(t/yr)の土砂が流出し、その後に流下する過程で土砂が保持され、道志ダムの流達地点では 62,500(t/yr)程
度の土砂量に減衰したと考えられる。USLEの結果をグリッド別にみると、2つの傾向に大別されることがわかった。第
1に、広葉樹林が多く分布する小流域では流出土砂量は大きくなる傾向があると明らかにされた。第 2に、人工林である
が間伐されず放置された私有民有林の針葉樹林においては流出土砂量が大きくなることが明らかにされた。第 3に、い
ずれの流域においても傾斜が急な尾根部で流出土砂量が大きくなることが明らかにされた。
結論として、USLEと実際の堆積土砂量及び土砂フラックスを比較した結果、土砂流出が多いグリッドから流出した土

砂は、流下過程において各グリッドで徐々に保持され、道志川流域の末端までに 27%程度減衰することが明らかにされ
た。主な土砂供給源は、傾斜地の放棄された人工林と天然林であり、流出土砂量を抑制するためには人工林では急傾斜
地帯の間伐、天然林では谷沿いの重点的な砂防事業の実施が求められる。
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